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この申請要領で使用する語句については、下記のとおりとします。

◆中央会 → 大分県中小企業団体中央会
◆国助成金 → 厚生労働省の業務改善助成金（労働局へ申請するもの）
◆奨励金 → 大分県物価高騰対応業務改善奨励金

次の①・②の要件を両方満たしている事業者が対象です。

①大分県内に事業場を設置していること

②令和４年７月１日から令和５年１月３１日の間に、大分労働局へ
国助成金の交付申請を行っていること

次の①②のいずれかに該当する場合は、上記（１）①②の要件を満たして
いても、支給対象外になります。

①暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴
力団員と密接な関係を有する者

②政治活動及び宗教活動を目的とする団体

（２）支給対象外となる事業者

（１）支給対象となる事業者

１ 支給対象事業者について

はじめに
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（１）交付要綱等について

（２）使用語句について

大分県物価高騰対応業務改善奨励金の申請にあたっては、下記交付要綱の
ほか、この申請マニュアルに沿って行ってください。

大分県物価高騰対応中小企業等業務改善支援事業費補助金
（大分県物価高騰対応業務改善奨励金）交付要綱

※奨励金の申請書兼請求書提出時には、国助成金の交付額確定通知を受けている
必要があります。



２ 支給金額について

（１）支給額算定方法

奨励金の支給額は、下記①②の方法で算出された額を合算した額になります。
なお、算出された金額に千円未満の端数がある場合は、①②それぞれで切り

捨てたうえで合算します。

①国助成金の対象経費支出額から国助成額を除き、1/2を乗じた額と下表の
奨励金上限額を比較して、いずれか低い方の額。
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②国助成金の交付申請に際して、引上げ後の事業場内最低賃金を定める就業
規則やこれに準ずるものの改正、国助成金交付申請手続き等のために社会
保険労務士等に支払った報酬額。（上限額は１０万円）
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（２）算定例

従業員 15名の飲食業の事業所が、1,000,000円（対象経費）で設備投資を
実施し、4名の賃金を 30円引上げ、その際、就業規則の改正と国助成金の申
請のため、社会保険労務士に報酬 140,000円を支払った場合

①国助成金と奨励金上限額の比較

・国助成金
（1,000,000円－国助成金 700,000円）× 1/2 ＝ 150,000円… 【Ａ】

・奨励金上限額
88,000円…【Ｂ】 ※30円コース、4～6人に該当

【Ａ】150,000円 ＞【Ｂ】88,000円 → 88,000円が支給額

②社会保険労務士等に支払った報酬

・報酬額 140,000円…【Ａ】

・奨励金上限額 100,000円…【Ｂ】

【Ａ】140,000 ＞【Ｂ】100,000円 → 100,000円が支給額

① ＋ ② ＝ 188,000円 （奨励金支給額計）
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※一般課税（本則課税）事業者で、国助成金を消費税抜きで申請した場合は、
消費税抜きで申請してください。



３ 支給申請について

（１）申請から支給までの流れ

（申請者→ 中央会）
国助成金の交付決定通知を受けたら、交付決定報

告書類を提出する。

（申請者）
国助成金で申請した内容の賃上げ、設備投資等を

実施する。

（申請者→ 中央会）
国助成金の額の確定通知を受けたら、支給申請

兼請求書類を提出する。

（中央会→ 申請者）
支給申請兼請求書類の内容を確認し、奨励金の

支給額を確定して、申請者の口座へ振込する。

申請から支給までの流れは、下記のとおりです。（黄色部分が奨励金関係）
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（申請者→ 国）
国助成金を受けるため、賃上げや設備投資等の実施

予定内容を記載した交付申請書類を国へ提出する。

事業実施

国助成金の交付申請

国助成金の
実績報告・額の確定

支給申請兼請求

奨励金の支給

交付決定報告

（申請者→ 国）
国助成金で実施した内容の実績報告書を提出し、

国から額の確定通知を受ける。

※先に国助成金に係る事業を実施することも可能。



（２）提出締切

令和５年３月２０日（月）

①国助成金に係る業務改善助成金交付決定報告書（第１号様式）ほか

②大分県物価高騰対応業務改善奨励金支給申請書兼請求書（第３号様式）ほか

大分労働局長が交付額の確定をした日から３０日以内
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（３）提出方法・問い合わせ先

次の宛先に１部郵送してください。

【宛先】

〒870-0023
大分市長浜町３丁目１５番１９号 大分商工会議所ビル３階６号室
おおいた業務改善支援センター（大分県中小企業団体中央会）

【問い合わせ先】

申請について不明な点や質問等がありましたら、下記問い合わせ先に
ご連絡ください。

TEL 097-536-7620

FAX 097-578-6085    

9:00～17:00（土日・祝日、12:00～13:00は除く）

※上記①及び②の提出は郵送に限ります。（当日消印有効）
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◆支給申請兼請求書類について

国助成金の額の確定がなされたら、下記書類を提出する。

□ 大分県物価高騰対応業務改善奨励金支給申請書兼請求書
（第３号様式）

□ 国助成金交付額確定通知書の写し
□ 国助成金実績報告書及び報告書に添付した国庫補助金精算書、
事業実施結果報告の写し

□ 国助成金交付申請等の手続きに係る社会保険労務士等への報酬額
が確認できる領収書又は請求書の写し

□ その他中央会会長が必要と認める書類

４ 提出書類について

◆交付決定報告書類について

国助成金の交付決定を受けたら、下記書類を提出する。

□ 国助成金に係る業務改善助成金交付決定報告書（第１号様式）
□ 国助成金交付決定通知書の写し
□ 国助成金交付申請書及び添付した国庫補助金所要額調書及び事業
実施計画書の写し

□ 中小企業法人等の履歴事項全部証明書（個人事業者にあっては、
本人確認書類）の写し

□ 国助成金交付申請等の手続きに係る社会保険労務士等への報酬金
額が確認できる契約書等の写し

□ 誓約・同意書（第２号様式）
□ その他中央会会長が必要と認める書類

◆下記添付書類は、写し（コピー）で構いません。

①中小企業法人等における「履歴事項全部証明書」

②個人事業者における「本人確認書類」
（下記のいずれかで、住所・氏名・顔写真がはっきりと判別できるもの。）
・運転免許証（両面）
（返納している場合は、運転経歴証明書で代替可能。）

・写真付きの住民基本台帳カード（オモテ面のみ）
・在留カード、特別永住者証明書又は外国人登録証明書（両面）
・身体障害者手帳、療養手帳又は精神障害者保健福祉手帳
（手帳は全ページ、カードは両面）



５ その他留意事項

◆申請の内容・証拠書類等の確認をさせて頂きます。
申請書類が多い場合、確認にお時間をいただく場合がございますので、
ご了承願います。

◆不明な点が発生した場合、申請書に記載の連絡先に電話又はEメールで
確認させていただきます。

◆交付請求書に基づく奨励金の振込に関して、給付通知等は発送しません
ので、予めご了承ください。（通帳記帳等で確認してください。）

提出された証拠書類等について、不審な点が見られる場合、調査を行う
ことがあります。
調査の結果によって不正受給と判断された場合、以下の措置を講じます。

①既に奨励金が支払われている場合は、返還請求。
②不正の内容が悪質な場合には刑事告発。
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６ 不正受給時の対応

※いずれの場合も、住所、氏名及び顔写真が明瞭に判別でき、提出日に
おいて有効なもので、記載された住所が申請時の住所と同一のものに
限る。上記を保有していない場合は、次のいずれかの写しで代替する
ことができるものとします。
・住民票及びパスポート（顔写真の掲載されているページ）の両方
・住民票及び各種健康保険証の両方

③奨励金交付申請手続きに係る社会保険労務士等への報酬金額が確認できる
契約書や見積書等

④その他中央会会長が必要と認める書類



（１）交付申請書（第１号様式）

７ 様式記入例

❶国助成金の申請をした事業場及び代表者を記載してください。
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❷国助成金で申請した内容を記載してください。

❷

❶

❸

❸国助成金の交付申請に際して、引上げ後の事業場内最低賃金を定める就業規則やこれに準ずるものの
改正、国助成金交付申請手続き等のために社会保険労務士等に報酬を支払う場合は記入してください。
なお、支払額については、国助成金の交付申請書（様式第１号）の６「消費税の適用に関する事項」
で選択した取り扱い（消費税額を含める・含めない）により算定してください。



（２）誓約・同意書（第２号様式）
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（３）－１ 申請書兼請求書（第３号様式）
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❶国助成金の申請をした事業場及び代表者を記載してください。

❷「２奨励金支給申請額の内訳」の①と②で算出した申請額の合計額を記入してください。

❸国助成金の「国庫補助金精算書（別紙１）」に記載した「対象経費支出額」を記入してください。

❹国助成金の「交付額確定通知（様式第10号）」に記載されている確定額を記入してください。

❺国助成金の交付申請に際して、引上げ後の事業場内最低賃金を定める就業規則やこれに準ずるものの
改正、国助成金交付申請手続き等のために社会保険労務士等に報酬を支払った場合は記入してください。
なお、一般課税（本則課税）事業者で、国助成金を消費税抜きで申請した場合は、消費税抜きで申請
してください。

❶

❷

❺

❸ ❹



（３）－２ 申請書兼請求書（第３号様式）
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❼奨励金の振り込みを希望する口座を記入してください。

❻

❼

❻添付書類が揃っているか確認のうえ、○をつけてください。



（４）消費税等仕入控除税額確定報告書（第４号様式）
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❷

❶

❶国助成金の申請をした事業場及び代表者を記載してください。

❷奨励金が口座に振り込まれた日を記載してください。
（口座振込日＝支給の決定の通知 と考えます。）

❸

❸口座に振り込まれた奨励金の金額を記載してください。

❹

❹申請書兼請求書提出の際、消費税等仕入控除税額を減額した金額で申請した場合は、その金額を
記載してください。

❻

❻❺の金額がわかる書類を添付してください。
免税事業者の場合は、法人事業概況説明書など免税事業者であることが確認できる書類を添付
してください。

❺確定した仕入控除税額を記入してください。

❺


